
 

平成２２年度税制改正（地方税）要望事項 
（ 新 設 ・ 拡 充 ・ 延 長 ・ その他 ） 

No ２０ 
府 省 庁 名  農林水産省       

対象税目 個人住民税  法人住民税  事業税  事業税（外形） 不動産取得税  固定資産税  事業所税  その他（         ）

要望 

項目名 
公害防止用設備等に係る課税標準の特例措置の延長 

 

要望内容 

（概要） 

 

 

 

 

 

 

・特例措置の対象（支援措置を必要とする制度の概要） 

公害防止用の施設又は設備に係る課税標準の特例措置 

・特例措置の内容 

水質汚濁防止法に規定する特定施設を有する畜産事業場が、期間内に新設する汚水又は廃液の処理施設   

（課税標準を１／６） 

  

 

関係条文 

 

地方税法附則第15条第3項 

 

 

要望理由 

・ 本特例措置の目的は、①応急的な措置として簡易対応により家畜排せつ物法の管理基準をクリアした農家につ

いてより持続的で環境保全効果の高い汚水処理施設の導入を政策的に誘導すること、②水質規制の強化に伴い新た

に必要となる汚水処理施設の導入を政策的に誘導することである。  

・ 汚水処理施設の整備の推進は、畜産業全体の健全な発展への寄与とともに、国民の健康の維持や生活環境等の

保全にとって欠かせない極めて公益性の高い施策であり、特に22年7月から水質汚濁防止法における硝酸制窒素

等の規制強化が見込まれることから、政府としての積極的な関与が不可欠である。 

・ 汚水処理施設の整備には一般に多額の追加的費用を要するほか、当該施設は生産性向上にほとんど寄与しない

ことから、本特例措置による課税軽減は、施設の取得に伴い生じる後年度負担（固定資産税）の軽減という点にお

いて、特に養豚経営や大規模な酪農経営に対し施設整備の決断を促す大きなインセンティブとなるものであり、重

要な政策誘導効果が期待できる。 

減収 

見込額 
（初年度） ５１８（５４１）    （平年度） ５３７（５３９）         （単位：百万円）

地
方
税
以
外
の
措
置 

既

存 

・国税 

 

 

・融資、補助金その他 

地域バイオマス利活用交付金、畜産環境総合整備事業 

株式会社日本政策金融公庫資金 

要

望

２２
年
度
の 

・国税 

 

 

・融資、補助金その他 

地域バイオマス利活用交付金、畜産環境総合整備事業 

株式会社日本政策金融公庫資金 

 

過 去 の 

要望経緯 

・昭和４４年創設。以降、適宜延長。 

・平成１７年度税制改正にて、平成１７年４月１日から平成１７年度末まで延長（１年） 

・平成１８年度税制改正にて、平成１８年４月１日から平成１９年度末まで延長（２年） 

・平成２０年度税制改正にて、平成２０年４月１日から平成２１年度末まで延長（２年） 

本要望に 

対応する 

縮 減 案 

 

 


